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本資料の目的 

1. サステナビリティ基準委員会（以下「当委員会」という。）は、第 7回サステナビリティ

基準委員会（2023 年 1月 18 日開催）において、国際サステナビリティ基準審議会（以下

「ISSB」という。）の S1 基準1に相当する基準（日本版 S1 基準）の開発を当委員会の審

議テーマとすることを決定した（日本版 S1 プロジェクト）。 

2. 当委員会は、ISSB において S1 基準が確定されていない状況であるものの、確定基準が公

表されるまでの間に可能な範囲で検討を進めておくことが適切と考えられること、また、

我が国のサステナビリティ開示基準の開発状況について明示することにより、国内外の

関係者の予見可能性が高まると考えられることから、現時点において想定される主な論

点の一覧（論点リスト）を作成した（審議事項(1)参照）。 

3. 本資料は、日本版 S1プロジェクトの論点リストのうち、【論点 3-1】日本基準において追

加すべきか検討することが考えられる概念及び用語における「重要性がある（material）」

の定義について検討することを目的としている。 

事務局による提案 

4. 本論点に関する事務局の提案は、以下のとおりである。 

(1) 我が国のサステナビリティ開示基準（日本版 S1基準）において、IFRS サステナビリ

ティ開示基準における「重要性がある（material）」の定義（後述の第 5項(1)参照）

と整合的に「重要性がある（material）」の定義を定める。 

(2) S1 基準案 BC72 項における、重要性の判断にあたり企業に考慮を求める事項（後述の

第 5項(5)参照）について、規範性のないガイダンスとして公表する。 

(3) 仮に(1)の事務局提案どおり、我が国のサステナビリティ開示基準（日本版 S1 基準）

において、IFRS サステナビリティ開示基準における「重要性がある（material）」

の定義と整合的に「重要性がある（material）」の定義を定めることとした場合、そ

の旨を企業会計基準委員会（ASBJ）に報告する。 

                                                   
1 本資料では、ISSB の公開草案「IFRS S1 号『サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要

求事項』」を「S1 基準案」といい、確定した基準を「S1 基準」という。 
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論点の概要 

（ISSB の公開草案における提案） 

5. 本論点に関して S1 基準案で提案された主な事項は、以下のとおりである。 

(1) S1 基準案第 56項では、「重要性がある（material）」の定義を以下のようにすること

が提案された。この定義は、国際会計基準審議会（IASB）の「財務報告に関する概念

フレームワーク」及び IAS 第 1号「財務諸表の表示」における定義と整合している。 

Sustainability-related financial information is material if omitting, misstating or obscuring that 

information could reasonably be expected to influence decisions that the primary users of 

general purpose financial reporting make on the basis of that reporting, which provides 

information about a specific reporting entity. 

（事務局による仮訳）サステナビリティ関連財務情報は、その情報を省略したり誤表

示したり覆い隠したりしたときに、一般目的財務報告の主要な利用者が、特定の報告

企業に関する情報を提供する当該報告に基づいて行う意思決定に影響を与えること

が合理的に予想される場合には、重要性がある（material）。 

(2) S1 基準案第 58項では、重要性（materiality）が関連性（relevance）の企業固有の

一側面であり、その情報が関連する項目の性質又は大きさ（又はこの両方）に基づく

ものであるとして、重要性についての統一的な量的閾値を明示したり、特定の状況に

おいて何が重要性があるものとなり得るかを前もって決定したりすることはしない

ことが提案された。 

(3) S1 基準案第 59項では、重要性があるサステナビリティ関連財務情報を識別するため

に判断を適用する必要があること、また、重要性の判断は、状況及び仮定の変化を考

慮し、各報告日において再評価する必要があることが提案された。 

(4) S1 基準案 BC71 項では、サステナビリティ関連財務情報に関しての重要性

（materiality）の判断は一般目的財務諸表についての判断とは異なり、特に目立つ

こととして、サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する情報は資産及び負債

の定義並びに認識規準の制約を受けないとされた。また、サステナビリティ関連財務

情報を作成するため、作成者は一般目的財務諸表を作成する際に考慮するよりも長

期にわたる財務上の影響を考慮しなければならなくなる旨が記載された。 

(5) S1 基準案 BC72 項では、リスクの重大性（severity）は一般的には影響及び発生可能

性で表現され、重要性（materiality）の判断を行う際に、発生可能性が低いものの

潜在的に大きな影響を有するリスクを考慮することを企業に要求することになると

された。その上で、以下のことを考慮するよう企業に要求することになるとされた。 
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① 企業の活動が環境及び社会に与える影響並びに後者が企業価値に与える影響と

の間の関係 

② 時間の経過による仮定及び条件の変化 

③ 潜在的に変化している一般目的財務報告の利用者の情報ニーズ 

(6) S1 基準案 BC74 項では、IFRS サステナビリティ開示基準がどの一般に公正妥当と認

められる会計原則（GAAP）とあわせても適用されるように設計されているが、重要性

の定義はすべての GAAP において同じではない旨が記載された。 

(7) S1 基準案 BC75 項では、重要性（materiality）の概念がどのように解釈され適用さ

れ強制されるのかは、各法域において異なる可能性が高いものの、基準に定義を含め

ることにより、要求事項を適用する企業が同じ語句を適用し解釈することが確保さ

れる旨が記載された。 

（当委員会からのコメント） 

6. 当委員会は、「重要性がある（material）」について以下のコメントを行った。 

(1) 我々は、財務諸表に含まれる情報とサステナビリティ関連財務情報とでは、重要性の

判断の結果（outcome）に差異が生じることになると考えている。これは、S1 基準案

第 6 項に記載のとおり、サステナビリティ関連財務情報は、将来に対する時間軸及

び発生可能性に関して一般目的財務諸表において報告される情報よりも幅広い情報

を含むことがあるためであり、特定の項目が「重要性がある（material）」かどうか

に関する判断に差があるためではないと考えている。 

(2) 例えば、S1基準案の BC71 項に記載されているバリュー・チェーンの全体を通じての

相互作用の影響は、より長い時間軸で報告企業に影響がある可能性があるため、たと

え発生可能性が低い情報であっても、その情報はサステナビリティ関連財務情報と

して重要性がある（material）と判断され得ると考える。これは、当該情報が企業活

動に影響を与えるサステナビリティ関連のリスク及び機会への洞察を与える可能性

がある情報であり、一般目的財務報告の利用者に、企業のビジネスモデル並びにその

モデルを維持及び発展させるための戦略が依存する資源及び関係を評価するための

十分な基礎を提供するためである。 

(3) ISSB は、一般目的財務諸表において報告される情報とサステナビリティ関連財務情

報との間における重要性の判断との違いについて、S1 基準案の結論の根拠に丁寧に

説明すべきである。その上で、サステナビリティ関連財務情報に関する重要性

（materiality）の判断の行使にあたり留意すべき点がある場合、その点が明確にな

るように、S1 基準案の「本体」にその内容を反映することを提案する。 
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(4) また、S1 基準案 BC72 項では、重要性の判断にあたり企業に考慮を求める事項が記載

されているが、要求事項とするのであれば、こちらも S1 基準案の「本体」に記載す

べきであることを提案する。 

（ISSB の再審議の状況） 

7. ISSB は、再審議において「重要性がある（material）」の評価について再審議を行い、

以下について暫定決定を行った。 

(1) S1 基準案の「重要性がある（material）」は、IFRS 会計基準で用いられている当該

用語と同じ定義（the same definition）を共有する。 

(2) 重要性（materiality）の記述における「企業価値を評価する（to assess enterprise 

value）」という文言を削除する。 

(3) サステナビリティ関連財務開示の文脈において重要性がある（material）情報を企業

が識別する上で役立つ追加のガイダンスを提供する。そのようなガイダンスは、以下

について説明する場合がある。 

① 企業のサステナビリティ関連財務開示の主要な利用者及び当該利用者が行う意

思決定。 

② どのようにして企業の特定の状況を考慮に入れた重要性（materiality）の判断

を行使するか。 

③ どのようにして不確実性のある状況下において重要性（materiality）の判断を

行使するか。 

8. ISSB は、前項(3)の追加の例示的ガイダンスについては、IFRS 実務記述書第 2号「重要性

の判断の行使」など、市場における利用可能なリソースを活用することになるとしている。 

検討すべき事項の整理 

（我が国の会計基準における状況） 

9. サステナビリティ開示は、投資家の経済的意思決定に有用な情報を提供するにあたり、

財務諸表に含まれる情報を補足し、補完するものであると考えられる。このため、サステ

ナビリティ開示基準の文脈における「重要性がある（material）」の定義を検討するにあ

たっては、会計基準の文脈における「重要性がある（material）」の定義又は説明が参考

になると考えられる。 

10. ここで、我が国の会計基準では、「重要性がある（material）」又は「重要性（materiality）」
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という用語は定義されていない。一方、企業会計基準第 24号「会計方針の開示、会計上

の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」第 35項には以下の記述がある。 

重要性 

35.  本会計基準のすべての項目について、財務諸表利用者の意思決定への影響に照

らした重要性が考慮される。重要性の判断は、財務諸表に及ぼす金額的な面と質

的な面の双方を考慮する必要がある。金額的重要性には、損益への影響額又は累

積的影響額が重要であるかどうかにより判断する考え方や、損益の趨勢に重要な

影響を与えているかどうかにより判断する考え方のほか、財務諸表項目への影響

が重要であるかどうかにより判断する考え方などがある。ただし、具体的な判断

基準は、企業の個々の状況によって異なり得ると考えられる。また、質的重要性

は、企業の経営環境、財務諸表項目の性質、又は誤謬が生じた原因などにより判

断することが考えられる。 

11. また、ASBJ は、2006 年 12 月 28 日に討議資料「財務会計の概念フレームワーク」2を公表

しており、その中で会計情報の質的特性についての考え方を示している。しかし、その第

2 章第 22 項において、重要性については「情報価値や経済合理性の観点からすれば自明

であるとの議論がなされた」とされており、「重要性がある（material）」について定義

又は説明はされていない。 

12. このほか、企業会計審議会による「企業会計原則」において、重要性の原則の適用につい

て定められている（「企業会計原則注解」注 1）。しかしながら、重要性の原則は、重要

性の乏しいものについて、本来の厳密な会計処理又は表示によらないで他の簡便な方法

によることも認められることを明らかにするものであり、「重要性がある（material）」

の定義を定めたものではない。 

（検討すべき事項） 

13. 以上を踏まえると、我が国のサステナビリティ開示基準の開発に際し、「重要性がある

（material）」の定義を検討するにあたっては、以下について検討することが考えられる。 

(1) 我が国のサステナビリティ開示基準において「重要性がある（material）」の定義又

は説明を含めるべきか。含める場合、どのように定義又は説明すべきか。 

(2) 「重要性がある（material）」の定義又は説明に加え、重要性の判断に関するガイダ

ンスを開発すべきか。開発する場合、どのような内容のガイダンスを開発すべきか。 

14. ここで、前項(2)については、ISSB もサステナビリティ関連財務開示の文脈において重要

性がある（material）情報を企業が識別するうえで役立つ追加のガイダンスを提供する

                                                   
2 https://www.asb.or.jp/jp/accounting_standards/misc/begriff/2006-1228.html 
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こととしている（前述の第 7項(3)参照）。このため、当委員会として重要性の判断に関

するガイダンスを開発すべきかどうか、また、そのようなガイダンスを開発する場合に

どのような内容とすべきかについては、ISSB が開発したガイダンスを確認してから検討

することが効果的かつ効率的であると考えられる。 

15. よって、本資料では前述の第 13 項(1)について検討を行うこととする。 

「重要性がある（material）」の定義又は説明の必要性 

16. ISSB は、S1 基準案第 8項において、「関連する財務諸表が IFRS 会計基準又はその他の一

般に公正妥当と認められた会計原則（GAAP）に準拠して作成されている場合には、IFRS

サステナビリティ開示基準を適用する場合がある」としており、関連する財務諸表に適

用される会計基準にとらわれない（GAAP agnostic）という考え方を採っている。 

17. この点について、ISSB は、前述の第 5項(7)に記載のとおり、関連する財務諸表に適用し

た会計基準における「重要性がある（material）」の定義が、IFRS サステナビリティ開示

基準におけるそれと異なっていたとしても、IFRS サステナビリティ開示基準に「重要性

がある（material）」の定義を含めることにより、IFRS サステナビリティ開示基準を適用

する企業が同じ語句（the same words）を適用し解釈することが確保されるとしている。 

18. ISSB がこのような考え方を採っているのは、サステナビリティ開示は財務諸表に含まれ

る情報を補足し、補完するものであるため（S1 基準案 BC6 項）、特定の情報が財務諸表で

開示されているか否かが、採用した会計基準によって同産業かつ同規模の企業間で異な

っていたとしても、サステナビリティ開示における「重要性がある（material）」の定義

が整合的であれば、重要性がある情報は財務諸表又はサステナビリティ開示のいずれか

で開示されることになり、利用者の意思決定に有用な情報を提供するという目的を達成

できるためではないかと考えられる。 
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19. 当委員会が ISSB の S1 基準を踏まえた我が国のサステナビリティ開示基準を開発するに

あたっては、日本版 S1 基準を国際的に整合性のあるものとするため、日本版 S1 基準を

適用して作成される開示が、ISSB の S1 基準を適用して作成される開示と同じ結果にな

るようにすべきであると考えている。 

20. 前項の目的を達成するためには、「重要性がある（material）」の定義について企業が同じ

語句を適用し解釈することを確保することが必要と考えられるため、ISSB の S1 基準に

おける「重要性がある（material）」の定義と整合的な「重要性がある（material）」の定

義を日本版 S1 基準においても定めることが考えられる。具体的には、ISSB の S1 基準に

おける「重要性がある（material）」の定義について、我が国の関係者が理解しやすい語

句や表現に言い換えたり、背景にある考え方を補足したりすることが考えられる。 

21. 我が国のサステナビリティ開示基準（日本版S1基準）における「重要性がある（material）」

の定義の具体的な文案については、本日いただいたご意見を踏まえ、今後検討を行う予

定である。 

（重要性の判断にあたり企業に考慮を求める事項） 

22. 前述の第 20 項に記載したとおり、日本版 S1 基準を適用して作成される開示が、ISSB の

S1 基準を適用して作成される開示と同じ結果になるようにすべきとの観点（前述の第 19

項参照）からは、日本版 S1 基準における「重要性がある（material）」の定義を ISSB の

S1 基準と整合的なものとすることに加え、背景にある考え方を補足することが有用と考

えられる。 

23. ここで、S1 基準案 BC72 項における、重要性の判断にあたり企業に考慮を求める事項（前

述の第 5項(5)参照）については、「重要性がある（material）」の定義の背景にある考

え方を理解する上で有用な説明であると考えられる。このため、日本版 S1 プロジェクト

において、S1 基準案 BC72 項の内容をどのように取り扱うか検討することが有用と考え

られる。 

24. 仮に S1 基準案 BC72 項の内容が、公開草案と同様に、確定基準である S1基準においても

結論の根拠（規範性のないマテリアル）に含められる場合、当委員会としては、以下の 3

通りの対応方法があると考えられる。 

(1) S1 基準案 BC72 項の内容を規範性があるものとして日本版 S1 基準に取り込む。 

(2) S1 基準案 BC72 項の内容を規範性がないガイダンスとして公表する。 

(3) S1 基準案 BC72 項の内容について特段の対応はしない。 
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25. ここで、当委員会が IFRS サステナビリティ開示基準を踏まえた日本基準を開発するにあ

たっては、原則として、ISSB における取扱いにあわせることを出発点として、日本基準

における取扱いを検討することが考えられることから、前項(2)又は(3)の対応方法が考

えられるが、S1 基準案 BC72 項の内容は、重要性の判断にあたり企業に考慮を求める事項

を説明したものであり、「重要性がある（material）」の定義を理解する上で有用と考え

られることから、規範性がないガイダンスとして公表することが考えられる。 

26. 具体的にどのような内容の文書を公表するのかについては、ISSB が、重要性がある

（material）情報を企業が識別する上で役立つ追加のガイダンスを開発した場合に、当

該文書を踏まえて検討することが考えられる。 

（我が国の会計基準への影響） 

27. 仮に我が国のサステナビリティ開示基準（日本版 S1 基準）において、IFRS サステナビリ

ティ開示基準における「重要性がある（material）」の定義と整合的な定義を定めること

とした場合でも、財務諸表に含まれる情報を補足し、補完することがサステナビリティ

開示の役割であることを踏まえると、重要性がある情報が財務諸表又はサステナビリテ

ィ開示のいずれかで開示されれば利用者の意思決定に有用な情報は提供できると考えら

れるため、理屈的には、必ずしも会計基準を変更する必要はないと考えられる。 

28. 一方で、前述の第10項に記載のとおり、我が国の会計基準では、「重要性がある（material）」

について定義がされていないため、我が国のサステナビリティ開示基準（日本版S1基準）

において「重要性がある（material）」の定義が行われた場合、我が国の会計基準におい

ても「重要性がある（material）」の定義を行うべきとの意見が ASBJ に寄せられる可能

性がある。 

29. このため、仮に我が国のサステナビリティ開示基準（日本版 S1 基準）において、IFRS サ

ステナビリティ開示基準における「重要性がある（material）」の定義と整合的に「重要

性がある（material）」の定義を定めることとした場合には、その旨を ASBJ に報告する

ことが考えられる。 

（事務局による提案） 

30. 以上を踏まえると、本論点について以下のとおりとすることが考えられるがどうか。 

(1) 我が国のサステナビリティ開示基準（日本版 S1基準）において、IFRS サステナビリ

ティ開示基準における「重要性がある（material）」の定義と整合的に「重要性があ

る（material）」の定義を定める（前述の第 20項参照）。 
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(2) S1 基準案 BC72 項における、重要性の判断にあたり企業に考慮を求める事項につい

て、規範性のないガイダンスとして公表する（前述の第 25項参照）。 

(3) 仮に(1)の事務局提案どおり、我が国のサステナビリティ開示基準（日本版 S1 基準）

において、IFRS サステナビリティ開示基準における「重要性がある（material）」の

定義と整合的に「重要性がある（material）」の定義を定めることとした場合、その

旨を ASBJ に報告する（前述の第 29 項参照）。 

ディスカッション・ポイント 

① 「重要性がある（material）」の定義に関連する以下の事務局提案について、

ご質問やご意見があればいただきたい。 

  (1) 我が国のサステナビリティ開示基準（日本版 S1基準）において、IFRS サ

ステナビリティ開示基準における「重要性がある（material）」の定義と

整合的に「重要性がある（material）」の定義を定める。 

  (2) S1 基準案 BC72 項における、重要性の判断にあたり企業に考慮を求める事

項について、規範性のないガイダンスとして公表する。 

  (3) 仮に(1)の事務局提案どおり、我が国のサステナビリティ開示基準（日本

版 S1 基準）において、IFRS サステナビリティ開示基準における「重要性

がある（material）」の定義と整合的に「重要性がある（material）」の

定義を定めることとした場合、その旨を ASBJ に報告する。 

② 「重要性がある（material）」の定義に関して、他に検討すべき事項があれば

ご意見いただきたい。 

以 上 


